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第１章　自主防災組織の整備

１．自主防災組織とは

近年、異常気象による大型台風や集中豪雨が多発し、平成２９年７月の九州北部豪雨、平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）など、各所で甚大な被害が発生しています。
また、日本は世界有数の地震大国であり、阪神淡路大震災、東日本大震災及び熊本地震のほか、平成３０年には大阪北部地震、北海道胆振東部地震も発生しました。将来的には首都直下地震や南海トラフ巨大地震の発生も非常に高い確率で予測されています。
大災害が発生した場合には、防災行政機関も被災し、その活動能力は著しく低下することになります。このような時に、地域の皆さんが団結し、組織的に行動することにより、被害を最小限にくい止めることが可能となります。この自主的な災害対応を行うものが『自主防災組織』です。
　昔から「遠くの親戚より近くの他人」と言われるとおり、災害時に頼りになるのが日頃から顔見知りの隣近所の方々です。高齢者や障がい者の方等（避難行動要支援者）は、災害時に避難する場合には、近隣住民の皆さんの支援が必要となります。地域の皆さんが団結し組織的に行動すれば、被害を最小限にくい止めることが可能となり、ひいては皆さんの生命、身体及び財産を守ることになります。

「自主防災組織」の結成について、地域の皆さんで話し合ってみましょう。

２．自主防災組織の結成にむけて

（１）自主防災組織の規模

　　地域に自主防災組織を結成しようとする場合、先ず、どの程度の規模の世帯数で組織するかを考える必要があります。

　　大きすぎれば機動力が低下しますし、逆に小さければ過度な役割分担となりかねません。

　　地域の実情に応じた適正な規模が望ましく、全国的には１組織 １００世帯程度が平均であり、本市の状況をみますと、大小はありますが平均すると２５０世帯程度となっております。これは、今まで結成された組織が市街地に集中しているためであり、１００世帯を下回っている組織もあります。

　　組織規模の一般的な基準としては、

1 連帯感がわき、かつ地域の防災活動を効果的に行える程度の規模であること。
2 地理的状況・生活環境などから、日常生活における基礎的な地域と一体性を有すること。
言い換えれば、自治会・町内会など、生活圏を同一とする範囲が望ましいということになります。
（２）自主防災組織結成のきっかけ

　　自主防災組織づくりには、何らかのきっかけが必要であり、それをいかに組織化に向けていくか、また、どのように育てていくかが重要です。

　　全国各地で結成された組織の状況をみると、おおむね次のようなことが言えます。

なお、主に①、③及び④をきっかけとして組織づくりがなされ、防災訓練の実施を始め、防災施設視察研修や防災資器材の点検など、活発な活動に取り組んでいます。
本市の自主防災組織の一覧表を１４ページに掲載しています。
（３）組織づくりの方法　

自主防災組織は、自治会・町内会活動の一部に含めて結成することが適当な場合が多く、新規に結成する場合は、消防団活動など現に何らかの防災活動をされている組織がある場合は、その組織を積極的に活用していくことも重要です。

　自主防災組織づくりには、次のような方法が考えられます。

自主防災組織づくりについては、お気軽に市役所へご相談を！！
自主防災組織をつくるのはいいが、市役所からとんでもないことを押しつけられるのではないのかといったことが言われていますが、組織づくりは決して行政からの押し付けではありません。

　地域の皆さんの自主性を尊重しつつ、機運が盛り上がったときに、地域の実態に即した指導・助言を行ってまいります。

　詳しくは、総務部危機管理課（℡23-7094）までお問い合わせください。
３．自主防災組織の規約

　自主防災組織を結成するためには、組織に参加する皆さんの合意が必要です。
そのためには、合意を明確化した「規約」を定めておく必要があります。

　自治会や町内会の会則などに、現在でも防災に関する組織があれば、それを改正すれば足りますが、新たに防災組織を設置する場合は「自主防災組織（防災会）規約」により必要事項を明確にする必要があります。

これは将来にわたって活動していくための、指針となります。

　なお、規約の内容は、組織の目的、事業内容、役員の選任および役割、会議の開催、防災計画の作成などを定めます。

　規約の参考例を１６ページに掲載してありますので、皆さんの地域の実情にあった規約を定めてください。
４．自主防災組織の防災計画

　市では、災害対策基本法に基づき「木更津市地域防災計画」を定め、災害の予防、災害時の応急対策、復旧対策などを定めておりますが、自主防災組織を結成するにあたっても地域の実情にあった防災計画を定めてください。

　これは、いざというときに、個人個人がバラバラの動きをしては組織を結成した意味がありませんので、平常時からどのように対策を進め、大地震や風水害などの災害時に、どのように行動するのかを可能な限り具体的に計画することが大切です。

　地域の実態により、計画に盛り込むべき内容は異なりますが、項目としては次のようなものが考えられます。

自主防災組織の防災計画の参考例を１８ページに掲載しましたので、市や消防署と相談し、皆さんの地域の実態に即した防災計画を定めましょう。
５．自主防災組織の編成

　自主防災組織が災害発生時に応急活動などを効果的に行うためには、活動内容を十分に分析し、役割分担を明確にすることが必要であり、一般的には次のような組織編成が必要であると考えられますが、地域の実情にあった組織をつくることも重要です。
【組織例】

 本　部　班

	 　　（各班の連絡調整活動を行う）

 情　報　班

	 　　（情報の収集伝達、広報活動を行う）

 消　火　班

	　会　長  　　副会長 
	（出火防止、消火器などによる消火活動を行う）

 救出救護班

	 　　（負傷者などの救出救護活動を行う）

 避難誘導班

	 　　（住民の避難誘導活動を行う）

 給食給水班

	 　　（食糧・飲料水などの配給、炊きだし活動を行う）

 ○　○　班（地域の実情に応じて設置）


　
なお、組織の編成にあたっては、次の点にも留意することが必要です。

第２章　平常時の活動マニュアル
１．防災知識の普及

　災害時に自主防災組織が効果的に活動し、被害の発生および拡大を防止するためには、防災に関する正確な知識を有していることが必要です。

　自主防災組織として、あらゆる機会をとらえて地域住民が防災知識を吸収できるようにすることが大切です。
（１）普及にあたっての留意点　

　　地域住民に防災知識を普及する際には、次のような点に留意しましょう。

（２）普及の方法

　　自主防災組織を通じて住民に防災知識を習得させるためには、次のような方法が有効です。

（３）地域固有の防災問題

　　防災に関する知識としては、地震の心得、風水害への備え、応急手当の方法といった一般的なものはもとより、地域固有の防災問題に関する認識を高めることも大切です。

　　地域固有の防災対策としては、次のようなことを行うようにしましょう。

２．防災訓練

　いつ災害が発生しても、即座に対応できるようにするには、個人としてとるべき行動を考え、実行してみると同時に、組織としても平常時から自主防災組織（防災会）の防災計画に基づいた訓練を行い、必要な知識や技能を習得しておく必要があります。

　防災に対する知識があっても、災害時に行動に移せるようにするためには、訓練を繰り返し行うことが重要です。

（１）訓練の種類

訓練は、個別訓練と総合訓練に分けられます。

　　また、消火器や発電機などの防災資器材の使用方法および点検、整備などを習得するための部分訓練もあります。
（２）個別訓練

　　個別訓練には、次のようなものがあります。

　　ア　情報連絡訓練
・情報収集訓練 ・・・地域内の被災状況、危険箇所の巡視結果および避難の情報を正確かつ速やかに収集する。
　　　・情報伝達訓練 ・・・市や消防署などの防災関係機関からの情報、指示などを正確かつ速やかに地域内の住民に伝達する。
イ　消火訓練
オイルパンや火点標的などを使用して、消火器、三角バケツ、ポリバケツなどの使用方法および消火技術を習得する。なお消火器は通常は水消火器を使用しますが、本物の消火器を使用したい場合は、事前に危機管理課にご相談ください。

ウ　避難訓練

　　避難誘導班を中心として組織ぐるみで避難の要領を習得し、定められた避難所まで安全に避難できるようにする。

　　　　また、個人としては非常持ち出し品の点検、補充を行う。
エ　給食給水訓練
　　　炊きだし、浄水機を使用して飲料水を確保する技術を習得する。
なお、訓練に浄水機が必要な場合は、事前に総務部危機管理課にご相談ください。

　　オ　救出救護訓練
はしごやロープなどの救出資器材の使用方法を習得するとともに、負傷者の応急手当の方法、救護所への連絡、搬送の方法なども習得する。
（３）総合訓練
個別訓練によって習得した知識・技術を総合して、組織各班が連携をとり、適切かつ　有機的な防災活動が行えるようにするための訓練です。
また、市が主催する総合防災訓練などに積極的に参加するとともに、消防団や隣接の　自主防災組織（防災会）と協力して訓練を実施するのも有意義です。
ア　訓練にあたっての注意点
　　　　訓練にあたっては、次のような点に十分注意する必要があります。

　　　①　正しい知識・技術などを習得するため、消防署等の指導を受けること。

　　　②　原則として個別訓練から総合訓練へ移行すること。

　　　③　訓練想定を参加者全員に具体的に示し、実態に即した訓練とすること。

　　　④　固定観念にとらわれず、応用動作ができるようにすること。

　　　⑤　事故防止に努めること。
⑥　訓練終了後に必ず反省会を行い、良かった点や問題点を出し合い、次回の訓練　　　に反映させること。
　　イ　訓練実施計画
　　　　訓練にあたっては、目的に応じた実施計画を定めることが必要です。

　　　　実施計画には、おおむね次の項目について定めることが必要です。

　　　　

　　　　実施計画の参考例を２４ページに掲載しましたので、ご覧ください。
３．火気使用器具などの点検
大地震が発生した場合、火災による被害の発生または拡大の原因となることから、火気使用器具などについて、平常時から十分点検し対策を講じておくことが必要です。
・火気使用器具の点検

ガスコンロなど火を使用する器具に故障や欠陥があっては、火災の発生を防止することは不可能です。これらの点検整備は各家庭で自主的に行うべきものですが、自主防災組織としても「点検の日」などを決め、地域全体が一斉に点検を実施するよう指導しましょう。

・危険物の点検

一般家庭においても、灯油や食用油などの可燃性の危険物が多数あり、地震により発火または引火し、火災の原因となり拡大させることがあります。

　　危険物の管理状況等を点検し、安全に保管するよう指導しましょう。

・建物の点検

地震による木造建築物の倒壊は、倒壊による被害のほかに火災発生の原因ともなり、被害を大きくします。

自主防災組織としても、住民に対し建物の点検を行うよう呼びかけるとともに耐震診断など建築関係の専門家の点検を受けるよう指導しましょう。

４．防災資器材の種類

　自主防災組織が情報伝達、初期消火、避難誘導、救出救護、給食給水などの役割を果たすためには、それぞれの役割に応じた各種防災資器材を備えておかなければなりません。
  地域の実情や組織の構成などから、どのような資器材を備えるのが良いか、市や消防署の指導を受けて検討することが必要です。

・防災資器材の種類
防災資器材としては、おおむね次のようなものが考えられますが、地域の実情や予算などに応じて必要なものを準備しましょう。

・市の防災資器材交付制度

市では自主防災組織の育成整備を図るため、担架、ヘルメット、発電機、投光器などの防災資器材を交付する制度を設けております。
今までに結成された団体が、この制度を活用して防災資器材の整備を行っています。
自主防災組織を結成し、防災資器材の交付を希望される場合は、事前に総務部危機管理課にご相談ください。

・防災資器材の整備・点検
市から交付を受けた防災資器材のほかに、自主防災組織としても資器材の整備を進めるとともに、災害時に備え、次のような点にも注意する必要があります。

第３章　災害時の活動マニュアル
１．情報の収集および伝達

　地震や風水害などの災害が発生する恐れのある場合、または発生した場合などに的確な予防、応急対策をとるためには、災害情報の正確かつ迅速な収集および伝達が必要不可欠です。
特に、デマ情報などによりパニックが起こり、社会的混乱が発生する事態は、何としても回避しなければなりません。

　そこで本市では、市民の皆さんへ災害情報を正確かつ迅速にお伝えできるよう、昭和５６年度から「防災行政広報無線」の整備に取り組み、概ね市内全域をカバーしています。
（１）防災行政広報無線等による災害情報

　災害情報は、地域の実情により、また、災害の種別により、様々な内容となりますが、　市から皆さんに伝達する災害情報の内容を事前に確認しておき、これを市と住民が共通の認識をもっていかなければなりません。

　防災行政広報無線により伝達される災害情報を例示すると、概ね次のようになります。



（２）災害情報の収集伝達上の注意点

　災害情報の伝達ルートとしては、防災行政広報無線のほか、登録制メール（きさらづ安心・安全メール）、緊急速報メール（エリアメール）、スマートフォンアプリ（らずナビ）、ラジオ、テレビなど様々な手段がありますが、地域における情報の伝達ルートとして自主防災組織の果たす役割は極めて大きいものがあります。

　このことから、地域住民は自主防災組織を情報の中継点として位置づけ、市や消防本部　からの情報を再確認し、また、逆に地域の被害状況や避難状況などを自主防災組織で収集し、市や消防本部に報告できるよう、地域の実情にあった仕組みを確立しておく必要があり、防災計画に基づき情報班を置き、収集・伝達の責任者を定めることが必要です。

　この場合、次の点に注意することが必要です。

２．出火防止および初期消火

（１）出火防止

　大地震が発生したときに、地震による被害はもとより火災の発生が被害を大きくすることは、阪神淡路大震災など過去の地震からも明らかです。

　また、地震が発生したときに火事を出さなければ、火に追われて避難する必要もなく負傷者を落ちついて救護することもできます。

　このことから、自主防災組織は日頃から地域ぐるみで出火防止を心がけ、組織内の家庭からは絶対に火を出さないように周知徹底しておく必要があります。

　このため、自主防災組織として次のことを実施しましょう。

（２）初期消火

　大地震が発生すると、建物の倒壊や地割れなどにより消防車両の通行不能や火災の同時多発、水道管破損による消火栓の使用不能などが予想され、消火活動が制限されることが明らかです。
地域住民が日頃から出火防止に心がけるとともに、万一出火した場合には、自主防災組織が中心となって初期消火を行うことが大切です。

３．避難誘導

　災害が発生し、または発生する恐れがあるときは、市長は生命・身体に危険が生ずる恐れのある地域の住民に対して避難勧告・避難の指示などを行います。

　具体的な例としては、おおむね次のような場合です

　活動の中心的な役割は、自主防災組織が行うこととなりますので、避難所、避難場所及び避難経路などの避難計画を、市や消防署と協議して定めておくとともに、地域内の住民に周知徹底しておきましょう。

　避難勧告が出たとき、または自主的に避難するときは、次の点に注意してください。

４．救出救護

　大地震が発生すると、建物の倒壊や落下物などで多数の負傷者が出ますので、この人たちを救出し、救護する必要が生じます。風水害、山崩れなどの災害のときにも多かれ少なかれ同様の事態が生じます。

　ちなみに、宮城県沖地震の際には、救急車の出動要請が同時に集中したことと、道路が混雑していたため、思うように救急活動ができなかったと聞いています。

　このような事態に備えて、自主防災組織として、防災計画に負傷者に対する救出救護計画を定めておく必要があります。
（１）救出活動

　　救出活動にあたっては、次のような点に十分注意する必要があります。

（２）救護活動

負傷者を救出したらその状態をよく観察して応急手当を行い、医師の手当てが必要な場合は直ちに病院や救護所へ運びましょう。

　　　また、応急手当の方法や必要資器材の使用方法などについて、平常時から地元の医師や消防署、日赤などの指導を受け、応急手当の技術を身につけておきましょう。

５．給食給水

　大地震等が発生したときには、停電や断水、ガスの供給停止などが予想されるとともに食糧や飲料水も不足することが考えられます。

　これに対処するため、市においても食糧や飲料水、防災資器材を備蓄しておりますが、各家庭においても数日間生活できるだけの食糧や飲料水などの備蓄をしておくとともに、いつでも持ち出せるように非常持ち出し袋やリュックサックなどに入れておきましょう。

　一方、自主防災組織としても集会所（公会堂）などに食糧や飲料水、鍋、釜、容器、燃料などを備蓄しておくとともに、地域内にある井戸や池などを調べ、災害時に飲料水、生活用水として使えるよう計画しておきましょう。

　また、被災後には食糧や飲料水などの救援物資が、市や他市町村から送られてきますので、配給計画を定めておき、個人の横暴によって秩序を乱すことのないよう、整然と配給できるよう計画しておくことも必要です。

　おわりに

　平成７年１月１７日の「阪神淡路大震災」を始め、最近では「東日本大震災」等、これまで発生した災害は、私たちに大きな教訓を与えてくれました。

それは、昔から地震が起きたら「まず火の始末」と言われておりますが、まず自分の身を守れ」、それから、可能であれば火の始末をすること、市を始めとした防災関係機関も同じように被害を受けることから、隣近所で助け合うこと、及び被災直後の生活のため、日頃からある程度の期間、保存できる食糧や飲料水などの備蓄をすることなどです。

　このことからも、地域住民の連帯組織である「自主防災組織」の結成は非常に重要なことです。

　昔から「災害は忘れたころにやってくる」、「備えあれば憂いなし」と言われています。
「自主防災組織」の結成について、一人ひとりがよく考え、また地域の皆さんともよく話し合ってみてくださるようお願いいたします。



①　阪神淡路大震災を教訓として、住民の防災意識が高まった。


②　過去に地震や風水害などで被害を受け、住民の連帯感が強まった。


③　自治会・町内会の役員が、防災活動に非常に熱心であった。


④　コミュニティー活動の一環として、防災対策をとり入れるようになった。


⑤　地理的条件などから防災機関の活動を期待できず、自分たちの地域は自分たちで守ろうという機運が高まった。


⑥　学校やＰＴＡが共同で始めた防災訓練に、地域住民が参加するようになり組織化が始まった。





①　自治会・町内会に、防災組織に類似した組織がある場合には、その活動の充実や強化を図り、自主防災体制を整備する。


②　特別な防災活動を行っていない自治会・町内会では、活動の一環として防災活動をとりあげ、自主防災組織を設置する。


③　自治会・町内会がない場合には、地域で活動している様々な団体・グループとの話し合いを通じて、自主防災組織を設置する。





①　自主防災組織の編成および役割分担に関すること。


 　　・組織（班）編成と役割を明確にする。


②　防災知識の普及に関すること。


 　　・普及啓発の内容、方法、実施時期などを定める。


③　防災訓練に関すること。


 　　・訓練の内容、実施計画、時期、回数などを定める。


④　情報の収集伝達に関すること。


 　　・情報の収集伝達およびその方法などについて定める。


⑤　出火防止、初期消火に関すること。


 　　・出火防止対策、初期消火対策について定める。


⑥　救出救護に関すること。


 　　・救出救護活動、行政機関、医療機関への連絡方法などを定める。


⑦　避難誘導に関すること。


 　　・避難誘導の指示・方法および避難路、避難場所などを定める。


⑧　給食・給水に関すること。


 　　・食糧や飲料水の確保、配給、炊き出しの方法などを定める。


⑨　防災資器材などの備蓄および管理に関すること。


 　　・防災資器材などの調達計画、保管場所、管理方法などを定める。


⑩　その他、地域の実情にあった対策に関すること。





①　昼間と夜間で、在宅者が著しく異なる地域では、自主防災活動に支障がでることも考え、婦人層の参加を求めると同時に、昼夜別の組織編成を考える。


②　班員の編成にあたっては、専門家や経験者（医療、看護、介護、消防等）を配置するなどして、活動に実効性をもたせる。


③　班員が特定の地域に片寄らないようにする。


④　各班の活動量を検討し、特定の班に過重とならないようにする。


⑤　地域の実情に応じ、例えば、水害の多い地区では水防班、崖崩れの心配のある地区では巡視班などを設ける。





①　自分の身は自分で守る（自助）が原則であることを周知徹底する。


②　自主防災組織の役割分担、活動内容などについて周知徹底する。


③　単発的、一時的でなく、繰り返し知識普及を行うようにする。


※自助について


・各家庭において、日頃から家屋の耐震化、家具の固定化や飛び出し防止、非常持ち出し品及び備蓄品の用意などをしておく。


・災害発生時には、まずは身の安全を確保し、家族の安否を確認しながら、落ち着いて避難する。


　・高齢者や障がい者など自力で避難することが難しい方（避難行動要支援者）は、自助だけでは対応が難しいので、隣近所で日頃からの見守りに努めるとともに、災害時には安否確認や避難支援を行う。


（参考）地震の心得　５か条


 　大地震が発生した場合、どのような行動をとったらいいのかを５か条にまとめてみました。これらの５か条を一つの流れとして身につけ、イザというときに適切な行動がとれるよう、ＰＲに努めましょう。


 　　１．なによりも身の安全。


 　　２．あわてて戸外へ飛び出さない。


 　　３．デマに迷わず、正しい情報で行動。


 　　４．塀ぎわ、崖には近寄らない。


５．車はやめて、徒歩で避難。





①　あらゆる会合の機会をとらえ、できるだけ防災に関する話し合いの場を増やすこと。


②　市や消防署などが主催する防災訓練、防災講演会などに積極的に参加する。


③　市の地域防災計画、消防計画などの内容を理解するため、市または消防署から説明を受け、協議する機会を設けること。


④　地域における過去の災害を調べ、被害状況をまとめ、住民に周知すること。


⑤　組織として「自主防災（防災会）だより」や防災に関するパンフレットなどを作成し、各戸に配布する。


⑥　起震車に乗るなど、実際に地震の揺れを体験すること。


⑦　災害の発生した現地を視察して、体験を聞くこと。





①　地域内の危険物集積地帯、山崩れ、崖崩れなどの危険箇所の調査を行う。


②　地域内の消防水利の所在確認と、井戸、河川などの活用を検討する。


③　ブロック塀の安全度などを調査する。


④　地域の実態に即した消防活動、避難誘導などの対応策について、十分理解しておく。





・訓練種別　　　　　    ・訓練場所　  　　　　　・訓練参加者


・訓練目的　　　　　    ・訓練想定　　  　　　　・訓練指導者


・訓練日時　　　　　    ・訓練内容





○情報収集伝達用　　　　　　　　　　　○初期消火用


　メガホン、トランジスター、　　　　　　消火器、バケツ（三角バケツ）、


　ラジオ、携帯用無線機など　　　　　　　砂袋、動力ポンプ、ホースなど


○水防用　　　　　　　　　　　　　　　○救出活動用


　シャベル、スコップ、土のう袋、　　　　バール、はしご、のこぎり、なた、


　かけや、ロープなど　　　　　　　　　　ジャッキ、ハンマー、チェーンソー


など


○救護用　　　　　　　　　　　　　　　○避難用


　担架、救急箱、毛布、シート、　　　　　懐中電灯、誘導旗、メガホン、


　テントなど　　　　　　　　　　　　　　警笛、リヤカーなど


○給食給水用


 　鍋、釜、こんろ、ポリ容器、ガスボンベなど





・　各家庭に、消火器、バケツ、乾燥砂などを備えるよう指導する。


・　応急手当用医薬品は、できるだけ地域内の薬局などに対して、災害時に提供が受けられるよう話し合っておく。


・　整備した防災資器材は、定期的・計画的に点検整備し、いつでも使用できるようにしておく。





①風水害の場合


・気象警報（大雨・洪水・暴風・高潮など）、


・土砂災害警戒情報、


・記録的短時間大雨情報、


・避難勧告および避難の指示など





②火災の場合


火災発生地域に火災情報など





③地震の場合


・震度４以上の場合に地震発生を自動放送、


・被害情報、電気・ガス・水道・電話などの復旧見通し、


・救援活動の状況、給水給食、生活必需品の配給、


・避難勧告や避難の指示など





④東海地震の警戒宣言が発令された場合


地震予知情報、警戒宣言、津波や余震警報、被害を軽減するために必要な情報（交通規制、避難勧告および避難の指示など）


生活情報（交通機関の運行、道路交通、電気、ガス、水道の供給状況）など





⑤その他


国民保護対処事態


　・武力攻撃事態（弾道ミサイル攻撃、航空機攻撃など）


　・緊急対処事態（テロなど）


一般行政放送（光化学スモッグ注意報・警報など）





①　情報班員は、いち早く地域内の被害状況などの情報を収集し、会長（自主防災会の責任者）へ連絡すること。


②　会長は、情報に基づき適切な判断を行い、住民に対して消火班の集結、避難勧告の伝達など適切な指示を行うこと。


③　災害が発生すると、デマなどが飛び交い、混乱し被害を大きくする恐れがあるので、会長は住民への情報伝達、指示は正確かつ迅速に行うこと。


④　会長は、必要に応じて市や消防署などの防災関係機関に対して、出動の要請を行うこと。





①　火災予防運動などあらゆる機会に、防火意識の向上に努める。


②　地震が発生したら、使用中の火気器具の火を直ちに消すよう日頃から徹底しておく。


③　あわてて火の始末をすると、火傷を負いやすいので注意するよう徹底しておく。


④　消火器などの消火資器材を定期的に点検するようＰＲする。





震災時における消火班の活動例


・　自分の家庭の出火防止措置および家族の安全を確認後、速やかに定められている場所に集合する。


・　最低必要な班員が集合次第、出動する。


・　放水は原則として屋外で行う。


・　火災が拡大して危険になったら、消火活動を中止し、避難する。


・　消防署や消防団が到着したら、その指示に従う。





・　河川の氾濫、地すべり、山崩れ、土石流などによる危険が切迫しているとき。


・　地震の発生に伴い、津波などの危険があるとき。


・　火災が拡大する恐れがあるとき。


・　避難の必要が予想される、各種気象警報が発令されたとき。


・　自然災害以外の災害が発生し、避難の必要が生じたとき。





・　避難情報は、地域内のすべての住民に対して、正確かつ迅速に伝達すること。


・　地域内の一人暮らしのお年寄りや病気の人、障害をもっている人などの所在を確認しておき、担架などにより全員が安全に避難できるようにすること。


・　避難する際には、電気のブレーカーを落とすこと（またはあらかじめ感震ブレーカーを設置しておくこと）。


・　避難誘導班長の指示に従い、全員が組織として、まとまって行動すること。


・　避難誘導班長は、避難所や避難ルートの状況を確認し、安全な経路を選定すること。


・　避難誘導班員は、住民が他の組織の住民と混同しないようにするため、目印となる防災会旗（誘導旗）を携帯すること。


・　住民が不要な荷物を持たないよう注意すること。


・　自動車やオートバイなどによる避難は絶対にしないこと。


・　ヘルメットや防災ずきんなどで頭を保護し、避難すること。





・　防災資器材を有効に活用するとともに、必要があるときは、速やかに消防署などの出動を要請すること。


・　倒壊物の下敷きになった人の救出の際には、同時に火災が発生したときは、火災を制圧しつつ救出活動にあたること。


・　できるかぎり周囲の人の協力を求め、二次災害の発生防止に努めること。








